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企業景況見通しの前書きにおいては、なによりも短中期的な景気動向
について述べることが求められます。しかし、昨今の情勢下ではそのよ
うな記述は意義を失っており、現時点ではどの信頼できる情報源も、 
世界保健機関（WHO）が2020年3月中旬にパンデミックを宣言したコ
ロナ禍の影響を正確に数値化することはできません。ひとつ確実に言
えるのは、グローバル化が進んだ世界では、ほぼすべての人が影響を
受けるということです。これは特に、日本やドイツなど国際市場に深く
組み込まれた輸出志向型の工業国に当てはまります。日々のニュース
は、ウイルスの感染拡大を食い止めるための対策に関する話題でもち
きりです。社会生活の制限、工場閉鎖や生産調整が実施された結果、サ
プライチェーンは寸断され、生産は減少し、消費行動は大きく変化して
います。さらに、最近では日本でのオリンピック開催を1年延期すること
も決まりました。この例外的な状況がいつまで続くのか、そして今後幾
度も流行の波が襲ってくるのかは誰にも分かりません。中国は、3カ月
以上にわたる例外的状況を経て、3月中旬から日常に戻ろうとしていま
す。しかし、他の国々への余波は続いています。すべての業種、すべての
企業が、世界中で講じられている安全対策の影響を等しく受けている
わけではありませんが、一部の企業が存続の危機にさらされているこ
とが明らかになっています。

現在はほとんどの企業が足元の状況に慎重に対応している状況です
が、そのような中でも長期的な動向や課題を見失ってはなりません。そ
して日本は、製造に力を入れている他の国々と同様に、今後10年のな
かで数多くの大きな課題に直面するでしょう。これらの課題は、特に中
国経済の躍進、米中両大国の対立、世界的な保護主義とナショナリズ
ムの台頭、日本社会の高齢化、サスティナビリティや気候変動対策なら
びにデジタル化の重要性の高まりによってもたらされます。日本政府
は、2019年2月1日に発効した日EU経済連携協定（EPA）など、主要貿
易相手国と自由貿易協定（FTA）を締結するだけでなく、Society 5.0（超
スマート社会）のような先進的な構想を推進することで、これらの課題
に取り組んでいます。

この不透明な状況下において、調査した在日ドイツ企業の90％以上
が日本の安定した経済環境やビジネス関係、安全と社会的安定性を 
日本でのビジネスの最大の利点としてあげていることは特筆に値しま
す。このように、日本はドイツ企業にとって好ましいパートナーです。

現在の状況は、機動的で戦略的かつサスティナブルな経営を行ってい
る在日ドイツ企業にとって、日本市場、並びに日本のパートナーと協力
している第三国市場において地歩を固め、日本経済の信頼できるパー
トナーとしてアピールするチャンスとなるでしょう。

マークゥス・シュールマン
駐日ドイツ商工特別代表
在日ドイツ商工会議所 
専務理事

アンドレアス・グルンツ 
マネージング・パートナー
インターナショナルビジネス部門 
KPMGドイツ

親愛なる読者の皆様
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I 日本におけるビジネス展開

ドイツと日 本 の 経 済 関 係 は 従 来 から非 常 に 良 好 であった
が、2019年2月1日に日EU経済連携協定が発効して以降、一段と
強まった。

今年の調査に参加した在日ドイツ企業からは、収益性に関して過
去2年間と比べてかなり楽観的な声が寄せられた。例えば、94％の
企業が、2019年に税引前利益を上げることができたと答えている。 

過去3年間における税引前利益は5％前後が多くなっている。調
査した企業のうち30％が2～5％の利益を上げていると回答し、5
～10％と回答した企業は36％だった。今年の調査では、2～5％
の利益を上げている企業の割合は3ポイント、0～2％と回答した
企業は2ポイントとぞれぞれ増加した。一方、税引前利益が10％
を超えた企業は前年17％から14%になった。 

ドイツ本社グループの世界市場での売上高と利益からみた日本でのビジネスの地位

調査した在日ドイツ企業の46％が、日本でのビジネスはドイツ本
社グループの世界市場での売上高と利益において優先度が高い
と回答し、最も優先度が高いと回答した企業は1％ほどあった。

同じく46％の企業にとって、日本市場はやや優先度が低く、世界
市場における売上高と利益において多くの市場のうちのひとつに
過ぎないとしている。

日本におけるビジネス展開

最も高い優先度 高い優先度 低い優先度 該当なし

過去3年間の平均税引前利益

2019 2018 2017

6%

14%

30%

36%

14%

13%

12%

27%

31%

17%

13%

25%

31%

21%

10%

マイナス

0～2% 

2%超～5% 

5%超～10%

10%超
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調査に参加した在日ドイツ企業の7％（前年：16％）は、日本法人
の売上高がドイツ本社グループの世界市場での売上高の10％を
超えていると回答した。75％の企業においては、日本法人の売上
高が占める割合が5％以下にとどまり、日本でビジネスを展開す
るドイツ企業の国際化が進んでいることが分かる。

回答した在日ドイツ企業のうち15%（前年：22％）において、全世
界で日本の顧客とのビジネスで得た売上高が、ドイツ本社グルー
プの世界市場での売上高の10％超を占めた。

日本法人の売上高がドイツ本社グループの世界市場での売上高
に占める割合

全世界で日本の顧客とのビジネスで得た売上高がドイツ本社 
グループの世界市場での売上高に占める割合

(A)と(B)の売上高比率

(A) 全世界で日本の顧客とのビジネスで得たドイツ本社グループの売上高（日本市場を除く）
(B) 日本法人単体の国内売上高

以下の図は、日本国外で日本の顧客とのビジネスで得たドイツ
本社グループの売上高を日本国内での売上高と比較したもので
ある。調査した在日ドイツ企業の47％（前年：46％）において、日
本国外で日本の顧客とのビジネスで得た売上高が、日本国内の

売上高と同等もしくはそれ以上となっている。そのうち16％は、日
本国外で日本の顧客とのビジネスで得た売上高が、日本国内の
売上高の3倍以上に達している。これにより、日本市場の戦略的
重要性があらためて裏付けられた。

日本におけるビジネス展開

53%

12%

5%

7%

7%

16%

54%

16%

4%

3%

6%

17%

2019

2018

AはBより小さい

AはBと同じ

AはBより最大50%大きい 

AはBより50％超～150%大きい 

AはBより150％超～300%大きい

AはBより300%超えて大きい 

38%

37%

18%

6% 1%

0%～2%

2%超～5% 

5%超～10%

10%超～20%

20%超

25%

37%

23%

9%
6%

0%～2%

2%超～5% 

5%超～10%

10%超～20%

20%超
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日本法人の経営判断へのドイツ本社の関与

ドイツ企業が日本市場を重視していることは、ドイツ本社によるア
ジア地域統括本部の立地の選択にも反映されている。統括機能
の一部を複数の拠点に分散しているケースもある。最も多いのは
中国で、調査した在日ドイツ企業の25％がこのエリアに中心的な

役割と機能を割り当てている。シンガポールが24％でこれに続い
ている。調査に参加した企業の5社に1社（20％）は日本にアジア
地域統括本部を置いている。

ドイツ本社グループのアジア地域統括本部の拠点

ドイツの本社は、多くの業務プロセスにおいて比較的大きな決
定権と裁量権を日本法人に与えている。ドイツの本社は、流通 

（28％）、製造（34％）に関する判断や、国内規制に基づく税効率
の最適化（38％）に関与することは少ない。一方で、総合戦略（77

％）、コンプライアンスに関連する問題（74％）、投資の決定（70％
）に関する経営判断にはより深く関与している。さらに、ドイツの
本社の大半が、内部統制（63％）と販売計画（60％）に関する決定
権を保持している。

I

日本におけるビジネス展開

日本アイリッヒはドイツ本社が長年
蓄積したノウハウをもとに粉体処理
技術の総合エンジニアリングメーカ
ーとして多くの実績を残して参りまし
た。産業用設備を提供するB to Bの
企業として長きにわたり日本で評価
されてきた理由は、ドイツの技術と日
本のモノづくりの融合だと考えていま
す。ドイツの技術は日本で高い評価を
得ています。その一方生産設備は日
本人が使いやすい設備でなくてはな
らず、トラブル時の迅速な復旧も要求
されます。私たちはドイツの技術を日
本のモノづくりの技能で実現すること
でお客様のニーズを実現しています。

– 日本アイリッヒ株式会社
代表取締役社長　内藤 雅元

77%

74%

70%

63%

60%

47%

47%

38%

34%

28%

総合戦略

コンプライアンスマネジメント

投資計画

内部統制

販売計画

研究・開発

税効率の最適化

製造

流通

25%

24%

20%

40%

2%

3%

3%

4%

5%

9%

シンガポール

香港

その他

該当なし

中国

日本

マレーシア

タイ

台湾

韓国

人事
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チャンスと課題II

チャンスと課題

日本の市場環境は、在日ドイツ企業にさまざまなビジネスチャン
スをもたらしている。日本に拠点を置く最も重要、かつ最大の理
由は、販売拠点としての高いポテンシャルである。調査した企業
の89％が、このビジネスチャンスが重要あるいは非常に重要で
あると回答している。 続いて、日本企業と日本国外で高い販売見
込みのあるビジネスを行うため（67％）、競合となる日本企業の
調査・分析をするため（48％）という理由があがった。これらの3つ
の点は、ここ2年で日本に投資する主な理由として浮上してきた
が、今年の調査ではさらに重要性を増している。調査した企業の

47％が、日本国外で日本企業とビジネスを行うことの戦略的重
要性を重視しており、この点が今年もあらためて浮き彫りになっ
た。39％の企業が、日本をベンチマークとするためという理由を
あげた。これは前年と比べ12ポイントの増加であり、ドイツ企業の
ターゲット市場とパートナーの選択における差別化が進んでいる
ことを多少なりとも示している。日本で研究・開発を行うため（24
％）という理由は引き続き比較的重要性が低かった。

在日ドイツ企業にとって、日本が多方面で安定していることは立
地上の大きな利点である。調査した企業の99％が、日本のパート
ナーとのビジネス関係の極めて高い信頼性を大きな利点として
評価している。経済の安定性も95％と高い評価を受けている。高
水準の安全と社会的安定性を評価すると回答した企業は92％に
上った。

先端技術とイノベーションに対する高い許容力を評価している企
業は、前年の61％から80％に増加した。19ポイントという大幅な
増加は、グローバルなデジタル化により、日本国内でも許容力を
高め、外国のパートナーと協力する必要があるという意識が高ま
ったことを示している。

日本に拠点を置く理由 トップ 6

日本でのビジネスの利点 トップ 7

2020 2019 2018

販売拠点としての高いポテンシャル 89 %  87 %  84 %

日本企業と日本国外で高い販売見込みのあるビジネスを行うため 67 %  54 %  53 %

競合となる日本企業の調査・分析をするため 48 %  37 %  39 %

日本企業とのビジネスに戦略的重要性があるため 47 %  47 %  59 %

日本をベンチマークとするため 39 %  27 %  39 %

日本で研究・開発を行うため 24 %  23 %  21 %

2020 2019 2018

ビジネス関係の安定性と信頼性 99 %  89 %  87 %

安定した経済 95 %  84 %  84 %

安全と社会的安定性 92 %  84 %  75 %

適切な人材 90 %  75 %  70 %

安定した政治環境 81 %  74 %  70 %

先端技術・イノベーションの高い許容力 80 %  61 %  62 %

高度に発達したインフラ 74 %  62 %  61 %
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調査対象となった在日ドイツ企業の大半が、日本でのビジネスに
おいて求めている人材が不足しているという問題に直面してい
る。82％の企業が、この点を日本におけるビジネスの最大の課題
だと回答した。

これに続く大きな根本的課題として、高齢化社会と人口減少があ
がった。調査した企業の70％が、日本の人口動態の変化と密接に
関連するこれらの点が課題であると、ある程度または強く感じて
いる。これらの点の影響を全く感じていないと回答したのは、調
査に参加した企業の8％もしくは9％だけだった。

4番目の大きな課題は、人材の多様性の乏しさがあげられる。調
査に参加した企業の57％が、この点を自社のビジネス活動にとっ
て課題であると、ある程度または強く感じていると回答した。在日
ドイツ企業は、職場の多様性を高め、民族的・文化的に同質性の
高い国において集団や個人の特性を尊重するために導入済み、
もしくは計画されている対策を、今後さらに強化するべきだと考
えている。

続いて、同様に社会政策的側面を重視したテーマである、女性管
理職登用の不十分さがあげられた。42％の企業が、この点を課題
であると強く、またはある程度感じている。

日本の建設市場は、建設従事者500万人中34%が55歳以上
という超高齢化に頭を悩ませています。また、高齢化と合わ
せ、若年層の建設離れが叫ばれる昨今、人材の確保にも苦
慮しておりますが、文化的同質性が高く、質実剛健なドイツ
企業のイメージを前面に押し出す事で、人材の確保も比較
的スムーズにできております。日本にオフィスを構えて13年。
今後も建設業界のグローバル化に寄与します。

– フィッシャージャパン株式会社
代表取締役社長　新井 浩文

 チャンスと課題

日本でのビジネスの課題 トップ 7

7%

9%

9%

14%

27%

26%

41%

16%

16%

33%

43%

42%

44%

41%

15%

19%

24%

24%

21%

20%

8%

50%

44%

30%

16%

9%

8%

8%

12%

12%

3%

2%

2%

1%

2%

求めている人材の不足

高齢化

人口減少

人材の多様性が乏しい

女性の管理職登用が不十分

移民の受け入れが不十分

外国人労働者の統合

強く感じている ある程度感じている わずかに感じている 全く感じない 無回答
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調査に参加した在日ドイツ企業にとって、現在大きなビジネス上
の課題となっているのが、十分な専門知識や言語能力に秀でた
人材の確保である。88％の企業が、この点を最大の問題、あるい
は少なくとも問題として認識している。同時に、従業員の継続雇
用を問題としてあげた企業は45％だった。

回答した在日ドイツ企業の51％が、人件費の高騰を問題視してい
る。これは過去2年の調査結果と比較すると11ポイントの増加で
あり、ほぼ完全雇用（調査時の失業率は約2.4％）の状態で、特に
外資系企業にとって労働市場が逼迫している場合には、人件費
が上昇し、一方で生産性は上がらないということを浮き彫りにし
ている。前年と比べて為替リスクの重要性は増しており、在日ドイ
ツ企業の48％（前年：37％）が課題としてあげた。その理由は、為
替変動率の上昇と、それに伴う輸入コストの増加である。

比較的高い課税を問題視する企業は37％だった。この点に関す
る評価は、2019年10月の消費税率引き上げ（8％から10％）の影

響を受けている。消費税率の引き上げは5年間で2度目である。
消費増税による税収は、高齢化と人口減少によって増大している 
社会保障費を賄うために役立てられることになっている。政府と
日本銀行は、消費増税の影響は2014年の増税時と比べ少ない
としているものの、在日ドイツ企業が景気減速を恐れていること
が、今回の調査結果からみてとれる。

データ保護が課題であると回答した在日ドイツ企業は全体の約3
分の1（29％）にとどまり、日本で活動する上で大きな問題だと考
えている企業はわずか3％だった。この点に関連して特筆すべき
ことは、日本は2019年初頭に、ドイツでも適用されるEUの一般デ
ータ保護規則（GDPR）をモデルに個人情報保護法を改正してお
り、日本とEUにおけるデータ保護は同等の水準にあるという事
実である。

予想された通りで驚くには値しないが、汚職は前年と同様に在日
ドイツ企業にとってビジネスの問題点ではない。

自社ビジネスの現在の課題

II

チャンスと課題

5%

3%

7%

19%

12%

8%

12%

11%

11%

46%

3%

21%

29%

26%

15%

25%

33%

33%

37%

40%

42%

9%

33%

36%

29%

31%

38%

35%

33%

41%

44%

9%

66%

26%

29%

21%

19%

13%

20%

21%

9%

3%

22%

14%

3%

18%

16%

11%

4%

1%

1%

2%

2%

2%

主要な問題である 問題である 対処可能な問題である 全く問題ではない 無回答

求めている人材の確保

人件費の高騰

為替リスク

従業員の継続雇用

規制による障壁

比較的高い課税

従業員の解雇

不動産価格

データ保護

知的財産権の保護

汚職
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日本は引き続きASEAN諸国にとって重要な貿易と投資のパート
ナーである。ASEANと日本の貿易額は2018年に2,317億米ドルに
達し、ASEANの貿易総額の8.2％を占め、日本はASEANにとって第
4位の貿易相手国となっている。2018年の日本からASEANへの対
外直接投資（FDI）は210億米ドルとASEANにとって第3位の規模と
なり、13.7％を占めた。

2019年9月末、EUと日本は欧州・アジア間の運輸、エネルギー、デ
ジタルに関するプロジェクトで連携するインフラ協定に調印した。
この「EU・日本の連結性（コネクティビティ）」戦略は、日EU経済
連携協定（EPA）をEUと日本という枠を大きく越えて広げ、中国の
一帯一路構想に代わる選択肢となることが期待される。これによ
り、在日ドイツ企業が日本企業と第三国市場でプロジェクトに取
り組むチャンスは中期的に拡大すると考えられる。

調査に参加した在日ドイツ企業の63％が、日本国外の第三国で
日本企業とのプロジェクト・事業活動に参加したことがある、ま
たは現在参加していると回答している。これは昨年の調査と比べ
6ポイントの減少であるものの、2017年の調査以来高い水準を維
持している。こうした動きは、日本の産業がグローバル志向であ
り、国際関係を重視していることを示している。

コロナ危機の影響緩和に向けた日本政府の一連の措置も注目
に値する。日本政府は総額20億米ドル*の枠で基金を設立して、
日本企業に生産の国内回帰を促すほか、生産拠点を中国から第
三国に移転する日本企業の支援に2億1,800万米ドル*を拠出す
る。こうした動きも、第三国市場で日本企業とビジネスを行うドイ
ツ企業にプラスの影響をもたらすだろう。

ASEANはまた、調査した在日ドイツ企業の多く（53％）が現在日
本企業とプロジェクトを実行または計画している地域でもある。 
続いて、中国は34％で2位につけており、欧州（33％）をわずかに
上回っている。北米では調査に参加した企業の25％がプロジェク

トを実行している。成長市場であるインド（15％）および南米（13
％）は、その潜在的な成長力から将来重要な市場となる可能性が
ある。オセアニアとアフリカは、調査した在日ドイツ企業にとって
はどちらかといえば重要性が低い地域となっている。

日本法人による日本国外での日本企業とのプロジェクト・事業
活動への参加の有無（過去を含む）

プロジェクトが計画済み、現在進行中、または実施済みの地域

第三国市場ビジネスIII

 第三国市場ビジネス * 1米ドル＝107年換算（2020年4月）

69%

25%

6%

63%

35%

2%

外円グラフ：  2020
内円グラフ：  2019

参加を検討している
参加していない

参加した・ 
現在参加している

2020
2019

53%

34%

33%

25%

15%

13%

10%

4%

4%

3%

59%

37%

37%

20%

14%

11%

11%

ASEAN（ベトナム、タイ、シンガポール、フィリピン、ミャンマー、 
マレーシア、ラオス、インドネシア、カンボジア、ブルネイ）

欧州

北米

インド

南米

オセアニア

アフリカ

その他

中国

韓国
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向こう12カ月における日本の景気見通し

日本企業と第三国市場プロジェクトを行う主な理由

昨年と同様、約半数（53％）の在日ドイツ企業が日本企業と
の 第 三 国 市 場プロ ジェクトを行う主 な 理 由として、自 社 の
グロ ーバル な 販 売 網・サービスネットワークの 活 用 をあ げ
た。過 去 2 年 間でその重 要 性 は 増しており、昨 年と比 較して
2 ポイント増 加した。日 本 企 業との第 三 国 市 場プロジェクト

を行う理 由として最 も大きな伸 びを見 せたのは 、グローバ
ル化による海外市場 へのアプローチのしやすさ（43％、＋9
ポイント）だった 。第 三 国 市 場プロ ジェクトのさらなる利 点
として、日 本 法 人 の 戦 略 的 な 重 要 性 を高 めるた め（3 0 ％） 
という理由もあげられた。

今年も、在日ドイツ企業による日本経済の見通しはまだら模様で
あり、予測の幅が再び広がっている。回答は2020年2月の状況を
反映しており、この時点では新型コロナウイルスによる危機の影
響はまだ受けていない。

調査に参加した在日ドイツ企業のほぼ5社に2社（39％）が、向こ
う12カ月に日本の景気が多少あるいは大幅に好転すると考えて
いる。これは、2019年と比較して9ポイントの増加である。特に、3
％を超える大幅な景気の改善を予想すると回答した企業の割合
は15ポイント増加した。

同時に、回答した企業のほぼ5社に1社（19％）が、向こう12カ月に
日本の景気が1％超の後退を示すと予想している。これは、昨年
と比べ18ポイントの増加である。

2020 2019 2018

自社のグローバルな販売網・サービス 
ネットワークを活用できるから 53 %  51 %  43 %

グローバル化による海外市場への容易
な進出 43 %  34 %  25 %

日本法人の（戦略的）重要性を高める
ため 30 %  30 %  19 %

日本の国内市場が飽和状態のため 17 %  13 %  10 %

より高い利益率が達成できるから 5 %  5 %  5 %

不透明な見通しIV

不透明な見通し

長きに渡り、日本における技術営
業の専門知識は、世界中で日本の
ビジネス・パートナーと成功をおさ
めるうえで必要不可欠なものです。
インフラの拡張、プラント建設やモ
ビリティの分野における共同プロ
ジェクトは、日本国内で計画、決定
された後、世界中で展開されます。
この独特な第三国市場ビジネス
は、弊社にとって非常に高い戦略
的価値があり、国内における単純
な取引量をはるかに上回ります。

– ティッセンクルップ・ジャパン株式会社
代表取締役社長　 ニコラス・ボルツェ

17 %

2020
2019

大幅に好転（3％超）

多少好転（0％超～3％）

大幅に後退（–1%超）

無回答

後退（0％未満～–1％）

変化なし（0%）
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グローバル化は、日本での事業活動に最も大きな影響を及ぼす
要素である。調査に参加した企業の81%が、これを市場での活動
に最も大きな影響を及ぼす要素としてあげた。これは、昨年と比
較して6ポイントの増加である。このことは、新たに導入された関
税やその他の貿易障壁による保護主義の高まりが、国際的に事
業を展開するドイツ本社グループのビジネスに深刻な影響を及
ぼしていることの表れと見なすことができる。

約4分の3（71％）の企業が、サービス業と製造業のデジタル化が
ビジネスに影響すると回答している。これは2019年と比較して12
ポイントという大幅な増加であり、現在ではデジタル化がすべて
の企業プロセスに影響を及ぼしていることを浮かび上がらせて
いる。この点については、『視点（P15）』の「デジタル化の影響と

進展」の項も参照されたい。 2020年は、少子高齢化がビジネスに
影響を与えると回答した企業が64％と3番目に多く、在日ドイツ
企業がこの点を移民の受け入れ制限とあわせて、日本の主要な
課題のひとつとみなしていることを表している。また、少子高齢化
は、顧客のニーズや需要の変化も引き起こす。昨年と比較すると、
少子高齢化が影響すると回答した企業の割合は2ポイント増加し
た。

アジア経済圏の統合が日本での事業活動に影響をもたらすと回
答した企業の割合は、昨年の52％から57％へと小幅に増加した。
サスティナビリティ、都市化および金融政策については、既にあげ
られた要素と比べて影響が小さいと考えられており、いずれも50
％に満たなかった。

2020年度の見通しが一様でないことは、在日ドイツ企業の投資
計画にも反映されている。調査に参加した企業のほぼ3分の2が
今後3年間に投資を計画していると回答した一方で、35％は投資
計画に関して無回答だった。回答があった企業のうち、日本への

投資額が年間500万ユーロ未満の企業が大多数を占めている。
一方、全体の3％と少数ながら、今後3年間で年間5,000万～1億
ユーロというかなりの金額の投資を計画している在日ドイツ企業
もあった。

在日ドイツ企業の投資計画の見通し

54%
6%

2%
0%

3%
0%
0%
0%

35%

日本での事業活動に影響を与える要素 トップ 7

2020 2019 2018

グローバル化 81 %  75 %  86 %

デジタル化 71 %  59 %  77 %

少子高齢化 64 %  62 %  69 %

アジア経済圏の統合 57 %  52 %  71 %

サスティナビリティ 47 %  46 %  56 %

都市化 31 %  32 %  42 %

金融政策（量的・質的金融緩和） 30 %  27 %     –

 不透明な見通し

5億ユーロ超
2億5,000万超～5億ユーロ
1億超～2億5,000万ユーロ

5,000万超～1億ユーロ
2,500万超～5,000万ユーロ
1,000万超～2,500万ユーロ

500万超～1,000万ユーロ
500万ユーロ以下

無回答
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世界の他の市場と比較して日本に投資した理由

20世紀末、日本は世界有数のテクノロジー先進国であり、日本製
品は多くの産業の発展に決定的な役割を果たした。また、その発
明によって、現在の多くのデジタル化の先駆者とみなされている。
今日においても日本は依然としてテクノロジーのパイオニアとし
て認められており、とりわけ製造においては世界をリードする存
在であり続けている。しかしその一方で、ソフトウェア開発やプラッ
トフォーム技術の商業化といった重要なイノベーションは、米国
のシリコンバレーや中国がより一貫してけん引している。日本のイ
ノベーションリーダーの多くも大きな変化を余儀なくされ、「けん
引する側」から「けん引される側」になることも珍しいことではな
くなった。

日本人の多くがテクノロジーを身近に受け入れていることは、仕
事でもプライベートにおいても日常にデジタルが浸透しているこ
とからも見て取れる。日本では長年にわたって、デジタル化が従
来のIT企業だけでなく、あらゆる産業や分野の企業に影響を与え
ている。技術は急速に進歩し、意思決定の方法や製品の生産方
法、製品やサービスを市場に届ける方法に変化をもたらす。デジ
タルトランスフォーメーションは新しい製品やサービスをもたらす
一方で、従来の市場の論理も変える。デジタル化が企業とその日
常業務に及ぼす影響が拡大し続けているため、どの企業もその
影響から逃れることはできない。

視点V

IV
世界の他の市場と比較して日本への投資を決定した主な理由に
ついて、今年の企業景況調査に参加した在日ドイツ企業は非常
に明確な回答を寄せている。調査対象となった企業の4分の3（76
％）は、日本での活動を拡大する主な理由として、日本市場のポ
テンシャルをあげている。日本市場は約1億2,600万の人口を擁す
る、世界でも有数の規模を持つ単一市場であり、非常に先進的で
ある。さらに、個人消費者は裕福であり、企業は非常に高度な技
術を求める。

およそ半数（51％）の在日ドイツ企業が、投資を通じて顧客との距
離を縮めようとしている。カスタマーサービスを向上させ、現地に

営業スタッフやサービススタッフを配置し、顧客と直接コミュニケ
ーションをとる機会を設けることで、顧客ロイヤリティを高め、日
本法人に戦略的な競争優位性を与えることを目指している。それ
だけでなく、顧客により近づくことによって、製品やサービスに関
する現地のニーズや日本固有の要求事項をより迅速に把握し、
対応することもできる。
日本の研究・開発環境、デジタル化を取り巻く状況、労働生産性
は、日本への投資という面において比較的重要性が低い。為替と
エネルギーコストは、日本への投資を決定する際に重視されてい
ないようである。

視点

デジタル化の影響と進展

76 %

51%

11%

10%

7%

3%

2%妥当なエネルギーコスト

為替相場の条件

労働生産性

デジタル化のテーマに関する 
優れた環境

良好な研究・開発環境

顧客との距離の近さ

市場規模と製品・ 
サービスへの顧客需要
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社外パートナーとの協力は、企業の枠を超えデジタルイノベーシ
ョンを促進し、新たな技術を開発するチャンスとなる。ただし、調
査した在日ドイツ企業の67％は、第三者と、デジタルイノベーショ
ンを促進するための協力関係を特に結んでいないと回答してい
る。さらに、14％の企業が、まだそういったパートナーシップを結
んでいないものの、少なくとも既存のイノベーションクラスターへ

の参加に関心を持っていると回答している。 社外パートナーと協
力してデジタルイノベーションに取り組んでいる在日ドイツ企業
は23％に過ぎない。パートナーには、IT企業（10％）や競合他社（5
％）が多くスタートアップや大学と協力している企業はそれぞれ 
わずか4％であった。

デジタル化が事業活動に与える影響

デジタルイノベーション促進に向けた協力

67%

10%

5%

4%

4%

1%

14%

V

 視点

ケルヒャーは、高品質かつ高性能な清掃システ
ム、清掃・洗浄機器およびサービスを提供するリー
ディングカンパニーです。デジタル化やIoTプラット
フォームでの販売を通して、世界中の清掃の効率
性を高めてまいります。弊社の掲げる「カスタマー
セントリック」実現に、デジタル化の推進は欠かせ
ないと考えています。

– ケルヒャー  ジャパン株式会社
代表取締役社長　佐藤 八郎

調査に参加した在日ドイツ企業の大多数が、ビジネスのあらゆる
重要な側面においてデジタル化が影響を及ぼしていると感じて
おり、最も大きな影響（77％）は、顧客へのサービス・商品提供の
方法に現れている。また、企業の4分の3（75％）が、社内のすべて

の内部プロセスに大きな影響を与えると予想している。さらに、68
％もしくは65％の在日ドイツ企業が、デジタル化は自社の従業員
とのやり取り、サプライヤーやサービスパートナーとのやり取りに
影響を与えると回答している。

26%

27%

32%

36%

36%

35%

38%

36%

39%

41%

22%

26%

23%

15%

16%

10%

8%

8%

8%

5%

7%

2%

2%

1%

1%

顧客へのサービス・商品提供

内部プロセス

自社の従業員とのやり取り

サプライヤー・サービス 
パートナーとのやり取り

ビジネスモデル

強く感じる ある程度感じる わずかに感じる 全く感じない 無回答

IT企業

競合他社

スタートアップ

大学

その他

協力はしていない

協力はしていないが、既存のクラスター 
への参加に関心がある
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Society 5.0は、完全にネットワーク化された効率的な社会である 
「超スマート社会」のコンセプトであり、コネクテッド・インダスト
リーズのイノベーション（例：モノのインターネット、ビッグデータ、
人工知能（AI）、ロボットおよびシェアリングエコノミー）の活用を
通じてさまざまな社会的課題を解決できる社会の創造を目的と
している。

日本はSociety 5.0のコンセプトにおける先駆者である。このコン 
セプトは、テクノロジーに基づく考え方から人間を中心とした考
え方への移行として定義されている。かねてから技術革新との
親和性で知られる日本は、ロボット工学とモノのインターネット

（IoT）の専門知識でその強みを発揮し続けている。

政府は、デジタル化を通じて生活の質を向上させることに重点を
置き、Society 5.0構想を推進している。

調査した在日ドイツ企業のおよそ5社に1社（21％）が、Society 5.0
は自社ビジネスにとって大きなチャンスとなると回答している。そ
のうち8％が、既にSociety 5.0に関する研究・開発活動を自社ま
たはドイツ本社グループ内で開始している。2％がSociety 5.0のイ
ニシアチブによって新たなビジネスを生み出している。しかし、企
業の約半数は、この新しい社会形態の構想が自社のビジネスと
は無関係である（27％）、または限られたチャンスのみをもたらす

（22％）と回答している。

日EU経済連携協定（EPA）は2019年2月1日に発効した。その規模
は、世界貿易の約40％を占めている。EPAの発効に伴い、EUの輸
出品に対する関税の90％が直ちに撤廃されたが、一定の経過期
間が終了すると、撤廃率は97％にまで上昇する可能性がある。そ
の結果、EU企業の日本向け輸出品の関税が年間で最大10億ユ
ーロ低減される可能性がある。EU企業は年間580億ユーロ超相
当の物品と280億ユーロを超えるサービスを日本に輸出してい
る。関税撤廃により、ドイツおよび欧州の輸出品は日本市場にお
いて競争力を高めるだろう。輸出環境の改善により、特に輸出志
向型の企業は新たなビジネスチャンスを切り拓くことができる。

2019年2月から11月までの期間の貿易統計と在日ドイツ商工会
議所（AHK Japan）による調査・分析は、EPAに対する前向きな見

通しを裏付け、両国の企業間の連携が強まっていることを示して
いる。EPA発効後の10カ月間に、EUから日本への輸出は前年の同
じ期間と比較して6.6％増加した。これは、ユーロスタット（EU統
計局）のデータに基づく過去3年間の成長率（4.7％）をほぼ2ポイ
ント上回っている。農産品の輸出は特に大きな伸びを見せたが、
電子機器、電話機、通信機器も力強く成長した。EPAによる非関税
障壁の撤廃に関しては、自動車、自動車部品、化学・医薬品といっ
た産業も恩恵を受けると考えられる。

EPAが日本における事業活動にプラスの効果をもたらすと回答
した在日ドイツ企業の割合はわずか19％にとどまった。10社に1
社が、既存のサプライヤーとの間でコスト削減を実現できると回
答している。また6％の企業が既存の顧客からの売上を増やすこ

日本のSociety 5.0が自社のビジネスに与える影響

Society 5.0 （超スマート社会）

日EU経済連携協定（EPA）

視点

2%

8%

13%

22%

27%

28%

0%

11%

14%

32%

30%

13%

2020 2019

 新規ビジネスが実現済み

ビジネスにとって大きなチャンスであり、 
既に研究・開発活動が開始された

ビジネスにとって大きなチャンスだが、 
まだ活動はない

限られたチャンス

無関係

無回答
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V
とができたと回答し、さらに3％がEUの新しいサプライヤーを活
用することでコスト削減を実現できると回答した。しかし、大多数

（79％）の在日ドイツ企業が、EPAは日本での事業活動に影響を
及ぼさないと考えている。これは、在日ドイツ企業がEPAの利点に

ついてまだ十分な情報を得ていない、あるいは関税が多くの企業
の長年に渡るビジネス関係に大きな影響を与えていないという
事実によってのみ説明できる。ただし、調査した企業のうち2％は、
利益の減少により悪影響を受けたと回答している。

日EU経済連携協定(EPA)の特徴のひとつとして、持続可能な開発
の促進を当事国に義務付け、経済面、社会面だけでなく、環境面
も重視していることがあげられる。EPAは貿易協定として気候変
動対策に初めて具体的に言及しており、たとえば、締約国は条件
付きながらもパリ協定の実施に責任を持って取り組むことを明言
している。

日本の政財界においてもサスティナブルな行動が盛んに議論さ
れるようになっており、国民は気候変動の影響に対する認識を
高めている。さらに、安倍政権は、環境保護と経済成長の両立を
目指した諸戦略を打ち出している。これに関連して、日本政府は
2019年6月に気候変動対策に関する長期戦略（長期低排出発展
戦略）を発表した。これは、サスティナブル経営とイノベーションへ
の投資を通して具体化を意図としている。日本はエネルギー効率
が高いため、すでにCO2排出量は比較的少ないが、この戦略はサ
スティナブルな行動を促進するための技術的ソリューションが優
先されることにも重点をおいている。

ドイツの環境・開発支援団体であるジャーマンウォッチが毎年発
表している気候変動パフォーマンス・インデックス（CCPI）は、日本
の気候変動対策とその成果を国際的視点から評価するのに役に
立つ。2020年版のCCPIでは、57カ国とEU（28カ国）が調査・比較さ
れた。1～3位は該当国がなかったため、2020年は61位まで順位
が付けられた。日本は51位（2019年：49位）、ドイツは23位（2019
年：27位）、EUは22位（2019年：16位）だった。スウェーデン（4位）
とデンマーク（5位）がランキングの上位を占めた。CCPIの提唱者
は、日本の温室効果ガス排出量とエネルギー消費の削減目標に
は意欲が欠けていると批判し、再生可能エネルギーの利用拡大
に向けて政治環境を改善するよう求めている。

本調査では在日ドイツ企業に、サスティナビリティに関するプログ
ラムとプロジェクトが日本でどの程度実施されているか、実施の
契機とイニシアチブの原点について尋ねた。 調査に参加した在日
ドイツ企業が実施しているサスティナビリティプロジェクトで最も
多いのは、省エネに関するプログラムである。

日EU経済連携協定（EPA）が日本のビジネス環境に与える影響

サスティナビリティ

79%

10%

6%

3%

2%

0%

0%

影響なし

既存のサプライヤーとの間でコスト削減

既存の顧客からの売上増加

EUの新しいサプライヤー活用によるコスト削減

利益の減少

管理費の増加

EUの新規顧客からの新たな収入

 視点
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日本における業界全体のサスティナビリティプロジェクトの状況

39％の企業が、現在すでに省エネのプログラムを実施していると
回答している。さらに、10％の企業が、この種のプロジェクトを1、2
年以内に開始する見通しであると回答している。ただし、ほぼ2社
に1社が、省エネプロジェクトを計画していないか、または無回答
だった。無回答が多かった理由として考えられるのは、調査対象
となった企業がまだこの問題に取り組んでいない、あるいはサス
ティナビリティの問題にはもっぱらドイツ本社が責任を負うべき
だと考えていることなどである。

調査に参加した在日ドイツ企業の28％が、自社が活動する業界
にはCO2削減に向けたサスティナビリティプログラムがあると回
答している。このうち9％が、これらのプロジェクトは今後1、2年以
内に開始される予定であると回答し、5％が3～5年以内に開始さ
れる予定であると答えている。

調査した在日ドイツ企業によると、自社でサステナビリティプログ
ラムを実施するにあたって最も重要な契機となったのは自主判
断である。企業の43％は、ある程度またはかなりの程度、独自の
判断によって会社の方針に従って社内のサスティナビリティプロ
グラムを立ち上げたと回答している。

日本のエンドユーザーからの要求、環境問題に対する社会の目
や行政からの指導は、契機としては限定的なものである。これら3
つのうちひとつが社内でサスティナビリティプロジェクトを実施す
る契機となったと回答したのは、約4分の1の企業に過ぎない。

社内サスティナビリティプロジェクトの契機

視点

39%

28%

22%

20%

10%

9%

8%

10%

2%

5%

6%

8%

30%

35%

41%

38%

19%

23%

24%

24%プラスチック消費の削減

節水

CO2削減

省エネ

現在実施中 1、2年後に開始予定
3～5年後に開始予定 未定 無回答

24%

3%

3%

5%

19%

22%

22%

19%

16%

17%

20%

14%

13%

30%

25%

33%

28%

28%

30%

30%日本の行政からの指導

環境問題に対する社会の目

日本のエンドユーザー 
からの要求

独自の判断／企業方針

大きな役割 ある程度の役割 わずかな役割 全くない 無回答
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在日ドイツ企業が現在直面している2番目に大きな課題として、
人材の多様性が乏しいことがあげられている。この点は、特に
日本の少子高齢化との関連で重要性を増している。高齢化と低
下し続ける出生率が労働市場に及ぼす影響はますます大きくな
っている。2018年、日本は44万人を超える人口の自然減を記録
し、10年前から続いている減少傾向に歯止めがかからない状況
になっている。（労働）人口の減少に対処するため、日本は外国
人の受け入れを拡大し、女性の就業を促進している。2018年に
日本の人口約1億2,600万人のうち、外国人は約2.1％に相当する
260万人だった。この比率は諸外国と比べると低いように見える
が、2018年に初めて外国人の割合が2％を超えたことは、日本と
っては進歩であると言える。ドイツでは、2019年に外国人が人口
に占める割合はほぼ13.4％だった。日本では女性の労働参加に
向けた環境改善も進んでおり、男女雇用機会均等法の厳格化に

加えて、託児施設の整備や母親が復職しやすくするための柔軟な
勤務形態の導入などの措置が実施されている。しかし、これらの
措置が成果を表すためには、従来の社会的価値観が見直され、
偏見と差別が克服され、国内のすべての人々が平等な労働市場
に参加できるようにしなければならない。

調査対象となった在日ドイツ企業の3社に2社が、日本のビジネス
で成功を収めるためには人材の多様性の乏しさが課題となると
考えているにもかかわらず、実際には女性や、特にアジア・欧州か
らの外国人はあまり重要な役割を果たしていない。在日ドイツ企
業の3社に1社は女性管理職がおらず、10社に1社は女性従業員
がまったくいないと回答している。大多数の企業は、アジアや欧州
の労働力によって人材不足を補うチャンスを活用していない。

ほとんどの場合、サスティナブルなアイデアとプロジェクトの原点
となったのはドイツの本社である。45％の在日ドイツ企業が、これ
らのテーマがドイツ本社からもたらされたと回答している。さらに

15％は、日本で日本法人のニーズに明確に対応するサスティナブ
ルなアイデアを開発したと答えている。

女性従業員の就業構造

サスティナブルなアイデアの原点

就業構造とダイバーシティ

ドイツ本社からの駐在員の就業構造

弊社のファンはエネルギー効率が高いため、
あらゆる重要なデータセンターで換気と冷却
用に使用されています。2030年までにすべて
の新しい商業ビルを「ゼロエネルギービルデ
ィング（ZEB）」に転換することを目的とした
日本の「ビルディングエネルギー効率法」を実
施することにより、新しい施設だけでなく、プ
ロジェクトの改善やアップグレードの需要面
においても、更なる成長を期待しています。

– ebm-papst Japan 株式会社
代表取締役社長　アーミン・シュネル45%

15%

13%

37%無回答

ドイツ本社との、あるいは 
グループ内でのやり取り

日本の現場で日本法人の 
ためだけに開発された

グループ本社から在日 
ドイツ企業に「輸入」された

10%

33%

8%

35%

26%

8%

31%

9%

13% 12%

12%

3%

管理職の女性

非管理職の女性

 視点

無回答

0%超～10%
20%超～50%

0%
10%超～20%
50%超

174% 12% 13%

1%

ドイツ本社からの 
出向者／駐在員

無回答
0%超～10%0%

10%超
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外国人従業員の就業構造

中国の競合
日中両国は、首脳会談、二国間協議の活発化、経済関係深化に
向けた共同イニシアチブなどにより関係改善の努力を進めてい
る。くすぶる領土紛争、中国の政治的、経済的、軍事的台頭、未解
決の歴史認識問題などの問題が、両国の歩み寄りを難しくしてい
る。

両国の経済的相互依存関係の強さは、中国に3万3,050社の日
本企業が進出し（2018年、外務省）、その取引高が3,176億米ドル

（2018年、世界銀行）と、ドイツおよび中国間の取引高（2,372億
米ドル）の1.3倍に達していることからもよくわかる。こうした背景
の下、2018年6月に経済産業省が発表した調査によると、日本法
人を持つ中国企業がわずか337社にとどまることは特筆に値す
る。これらの企業の33％が卸売業者であり、サービスおよび電気
通信産業の企業がこれに続く。

日本における中国の競合に関しては、調査した在日ドイツ企業
のほぼ半数（49％）が中国の競合製品が増えてきていると回答し
ている。このうち16％の企業が中国の競合製品の増加を強く感じ

ると回答し、33％がある程度感じているとしている。ほぼ5社に1
社（19％）の在日ドイツ企業は中国の競合の増加をわずかに感じ
ているとし、26％が全く感じていないと回答した。前年と比較する
と、増加を強く感じていると回答した企業の割合が倍増した一方
で、わずかに感じるとした企業の割合は大幅（-11％）に減少した。
日本市場における中国の競合に関するこうした認識の変化は、
米中貿易摩擦およびそれに起因する移転効果と、中国企業が米
国に代わる販売市場を模索している結果である可能性がある。

日本市場における中国の競合の最も大きな強味として、製品と
サービスの価格があげられている。次いで、原材料の調達、スピー
ド、適応能力もあげられている。さらに、一部の中国企業は先進
国レベルの品質とサービスの基準を満たしていることも指摘され
ている。少数ではあるが、中国の競合企業の大きな利点としてテ
クノロジーをあげている企業もあった。

日本市場における中国の競合の増加

視点

16%

33%

19%

26%

6%

8%

32%

30%

28%

2% 2020 2019

強く感じる

ある程度感じる

わずかに感じる

全く感じない

無回答

V

63%

72%

76%

59%

20%

14%

9%

22%

3%

1%

1%

5%

14%

13%

14%

14%管理職の欧州出身外国人

管理職のアジア出身外国人

非管理職の欧州出身外国人

非管理職のアジア出身外国人

0% 無回答0%超～10% 10%超
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今年は、日本に拠点を置く在日ドイツ企業392社にアンケート調
査を送付した。回答期間は2020年2月20日～2020年2月28日だっ
た。本調査は、在日ドイツ企業の景気見通しと、これらの企業が自
社のビジネスの成長機会において直面する課題に焦点を当てて
いる。

本調査には合計92社が参加した（回収率23.5％）。調査対象とな
った在日ドイツ企業の大半は中小企業である。35％の企業が従
業員10人以下であり、38％が11人から50人以下である。残り27％
が50人以上の従業員を擁している。

調査対象となった在日ドイツ企業の12％が売上高1億ユーロを
超えると回答しており（2019年：15％、2018年：14％）、比較的規模
の大きい企業である。回答企業のうち、売上高が500万ユーロ以
下の非常に小規模な在日ドイツ企業の割合は現在のところ38％
である。

昨年とほぼ同じく、50％の在日ドイツ企業が日本に進出してから
20年を超えており、日本市場を熟知している。39％が日本に進出
してから5～20年であり、日本に進出してから5年未満の在日ドイ
ツ企業の割合はわずか11％である。

過去3事業年度の売上高（予測）（1ユーロ = 121円） 日本進出からの経過年数

調査した在日ドイツ企業のプロフィールVI

 調査した在日ドイツ企業のプロフィール

11%

10%

17%

12%

50%

日本国内の従業員数

35%

23%

15%

9%

5%

8%
3%

2%

38%

23%

18%

8%

4%

5%

3%

4%

35%

19%

16%

10%

5%

6%

5%

4%

38%

12%

18%

10%

8%

6%

5%

3% 2018

2020

2019

1人～10人

11人～20人

21人～50人

51人～100人

101人～200人

201人～500人

501人～1,000人

1,000人超

2,500万超～ 
5,000万ユーロ

5,000万超～ 
1億ユーロ

1億超～ 
2億5,000万ユーロ

2億5,000万超～ 
5億ユーロ

5億ユーロ超

1,000万超～ 
2,500万ユーロ

500万ユーロ以下
5年未満

5年～10年

11年～15年

16年～20年

20年超

500万ユーロ超
～1,000万ユーロ
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業種内訳は、機械製造・工業設備の分野で活動する在日ドイツ企業が3分の1近くと圧倒的に多く、自動車部品が12％で2番目、 
IT・通信が9％で3番目に多い。

事業範囲は販売・サービス活動に集中しており、96％の企業がこの分野で事業を展開している。次いで市場トレンドのリサーチ 
 （21％）、製造（20％）、研究・開発（18％）が続く。

調査対象企業の業種内訳

日本における事業活動

調査した在日ドイツ企業のプロフィール
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0% 0% 0%
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